
2022年7月26日

「カーボンリサイクル・次世代火力発電等技術開発／
⑧ＣＯ２有効利用拠点における技術開発」

（中間評価）

NEDO

（2020年度～2026年度 7年間）

環境部

プロジェクトの概要（公開）

資料５











１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆事業実施の背景と事業の目的

事業の目的

カーボンリサイクル技術の実用化に向け、実ガスを用いて

効率的に開発を進めることが必要

火力発電由来のCO2が分離回収されている広島県大崎上島で

集約的にカーボンリサイクル技術の開発を行う

社会的背景

・CO2排出削減による気候変動対策は世界的課題

・火力発電などからのCO2排出量が多い

カーボンニュートラルを目指し、大気中に排出するCO2を増加させない技術

（カーボンリサイクル技術）開発の必要性
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け（その1）

 カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ（2019年9月）
2019年第1回カーボンリサイクル産学官国際会議において、菅原経済産業大臣（当時）より、我が国の取組と

しての「カーボンリサイクル３Ｃイニシアティブ」を発表。
３C: Caravan、Center of Research、Collaboration

（１）相互交流の推進＜Caravan＞
海外の研究者等が来日する機会を捉え、日本国内の研究拠点を訪問してもらうことで情報交換が

促進されることを目指す。

（２）実証研究拠点の整備＜Center of Research＞
CO2の分離回収が行われている広島県大崎上島を企業や大学等による研究も行える実証研究の

拠点として整備し、燃料、化学品、炭酸塩などのカーボンリサイクル技術開発と、その技術の早期の実
用化に向けた制度整備検討を進める。

（３）国際共同研究の推進＜Collaboration＞
キャラバンの実施による普及活動や、研究拠点での情報交換などを通じ、お互いの強みと弱みを補

完できる国際共同研究の実施を追求する。優れた技術を有しているか、カーボンリサイクルに取り組む
意欲を有しているか、必要な資源が安価かつ安定的に得られるかなどを考慮しながら、パートナーとな
りうる国との対話を強化する。
（参考）カーボンリサイクルを対象とした二国間MOCを アメリカ、インドネシア、シンガポール、タイなど

8ヶ国と締結
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１．事業の位置付け・必要性 （１）事業の目的の妥当性

◆政策的位置付け（その2）

 パリ協定に基づく成⾧戦略としての⾧期戦略（2019年6月)
CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、多様な炭素化合物として再利用するカーボンリサイクルに
係る技術は、将来有望な選択肢の一つであり、そのイノベーションを加速化していく。

 革新的環境イノベーション戦略（2020年1月）
アクセラレーションプランでは、カーボンリサイクル実証研究拠点の新設として、広島県大崎上島町を、
CO2を資源として有効利用するカーボンリサイクル研究のための実証環境を整備し、様々なカーボンリサ
イクル技術の「ショーケース」として、万博などの機会も活用しつつ、世界中にアピールする。

 カーボンリサイクル技術ロードマップ（2021年7月改訂）
CO2を資源として捉え、これを分離・回収し、多様な炭素化合物として再利用し、大気中へのCO2排出
を抑制するカーボンリサイクル技術は、省エネルギー、再生可能エネルギー、CCSなどとともに鍵となる取り
組みの一つであり、非連続的イノベーションを進めていく。
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【環境省事業】 ・CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業
各地域の特性を活かして、脱炭素かつ持続可能で強靱な活力ある地域社会を構築するため、地球温
暖化対策の強化につながるCO2排出削減効果の高い技術の開発・実証を推進。

【NEDO事業】 ・グリーンイノベーション基金事業

【NEDO事業】 ・カーボンリサイクル・次世代火力推進事業／共通基盤技術開発

2050年でのカーボンニュートラルを目指し、カーボンニュートラルに取り組む企業などを研究開発・実証か
ら社会実装にめどをつけるため2030年度まで最大10年間継続して支援。
 CO2等を用いた燃料製造技術開発:燃焼しても大気中のCO2を増加させず、化石燃料を代替す

る合成燃料、合成メタン、グリーンLPGなどのカーボンリサイクル燃料への転換を推進。
 CO2を用いたコンクリート等製造技術開発:コンクリートの全工程でCO2排出量の削減と CO2固

定量の増大を図り、既存製品と同等以下のコスト化プロセス構築及び国際標準化を推進。セメント
でも低コストでCO2回収するプロセス開発及び回収CO2を用いた炭酸塩をセメント原料などに再利
用する技術の開発。

カーボンリサイクル技術の構築に必要なCO2分解メカニズムの解明や化学反応速度評価等の検討、お
よび個々の技術の可能性を探索する先導研究により、カーボンリサイクル技術の底上げを目指す。

１．事業の位置付け・必要性 （1）事業の目的の妥当性

◆他事業との関係

【NEDO事業】 ・CO2排出削減・有効利用実用化技術開発
カーボンリサイクル技術の中⾧期的な研究開発を推進し、将来のCO2有効利用技術の社会実装につ
なげていくことで、CO2の排出削減に貢献。
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１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性

◆NEDOが関与する意義

CO2有効利用拠点における技術開発
●国家的課題（気候変動対策）への対応

CO2を炭素資源として再利用し、化石燃料とCO2の回収・貯留を組み合わせることで、

大きなCO2削減効果が見込まれる。

●投資規模、技術的難易度

エネルギー・環境の技術開発は社会実装までに⾧期間を要し、コスト低減に向けた

開発リスクが大きい。

●世界の叡智を幅広く結集

革新的技術を早期に実現し、社会実装を加速させるため、研究開発を

集中的・横断的に実施できるプラットフォーム機能を担える。
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NEDOは、産学官の技術力・研究力を最適に組み合わせて研究開発を
推進でき、一貫した総合的なマネジメントを行うことが可能。
今後生まれてくる技術革新のポテンシャルを増大させることができる。



◆実施の効果 （費用対効果）

１．事業の位置付け・必要性 （2）NEDOの事業としての妥当性
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本事業実施の費用対効果より、事業の妥当性を確認
プロジェクト費用の総額
87億円（2020-2026年度）＜

【投資コストと経済効果】

［算出根拠］カーボンリサイクル製品の販売予測:
化学品 約70億円/年（2030予測），約1800億円/年（2050予測）
鉱物 約0億円/年（2030予測），約5500億円/年（2050予測）

年間売上予測（2030～2050年）
約70億円～約7300億円

CO2削減効果（2030、2050年）

CO2排出削減量: 約480トン-CO2/年（2030予測）

約1270万トン-CO2/年（2050予測）

【効果】

［算出根拠］

参考:日本の2019年CO2排出量:10.9億トン/y

化学品 約480トン/年（2030予測）、約870万トン/年（2050予測）
鉱物 約0トン/年（2030予測）、約400万トン/年（2050予測）





２．研究開発マネジメント （１）研究開発目標の妥当性

◆事業の目標

中間目標（2022年度）
複数の企業や大学等が要素技術開発および実証試験等を行うための拠点化に向けた検
討および整備を行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発を行い、実現可能性を
検討し、拠点候補地で行うべき事業を選定する。
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中間目標（2025年度）
当該拠点化に向けた追加整備を必要に応じて行う。また、ＣＯ２有効利用に係る要素技
術開発や実証試験を行い、実施済の要素技術開発等についてＣＯ２有効利用技術の
経済性、ＣＯ２削減効果等を評価する。

最終目標（2026年度）
ＣＯ２有効利用に係る要素技術開発や実証試験を行い、2026年度まで実施した要素
技術開発等についてＣＯ２有効利用技術の経済性、ＣＯ２削減効果等を評価する。

ＣＯ２有効利用拠点における技術開発















◆実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性

NEDO

OCG JCOAL

カーボンリサイクル事業者

委託委託

委託

連携・補完

(A-1)CO2有効利用拠点
化整備事業

整地、構内ユーティリティの
整備など

(A-2)基礎研究拠点整
備・研究支援の最適化
検討と実施

拠点の運営、安全管
理、広報活動など

工事・運営管理
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※OCG   :大崎クールジェン(株)
JCOAL:(一財)石炭フロンティア機構

（B）研究拠点におけるCO2有効利
用技術開発・実証事業
実証研究エリアの3テーマ

（C）CO2有効利用拠点における要
素技術開発
基礎研究エリアの6テーマ



◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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（A）CO2有効利用拠点化推進事業

NEDO 大崎クールジェン株式会社

一般財団法人石炭フロンティア機構

（A-1）大崎上島における研究拠点整備・設備保守

（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施

NEDO

委託

委託



◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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（B）研究拠点におけるCO2有効利用技術開発・実証事業

NEDO

中国電力株式会社

（B-1）CO2有効利用コンクリートの研究開発

鹿島建設株式会社

三菱商事株式会社

委託

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発

（B-3）Gas-to-Lipidsバイオプロセスの開発

NEDO
川崎重工業株式会社

国立大学法人大阪大学

委託

NEDO
国立大学法人広島大学

中国電力株式会社

委託



◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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（C）CO2有効利用拠点における要素技術開発 ①

NEDO

学校法人慶應義塾

（C-1）ダイヤモンド電極を用いた石炭火力排ガス中CO2からの基幹物質製造

学校法人東京理科大学

一般財団法人石炭フロンティア機構

委託

（C-2）大気圧プラズマを利用する新規CO2分解・還元プロセスの研究開発

（C-3）CO2の高効率利用が可能な藻類バイオマス生産と利用技術の開発

NEDO
国立大学法人東海国立大学機構

川田工業株式会社

委託

NEDO 日本製鉄株式会社
委託



◆研究開発の実施体制

２．研究開発マネジメント （３）研究開発の実施体制の妥当性
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（C）CO2有効利用拠点における要素技術開発 ②

NEDO

（C-4）CO2を炭素源とした産廃由来炭化ケイ素合成

国立大学法人東北大学
委託

（C-5）カーボンリサイクルLPG製造技術とプロセスの研究開発

（C-6）微細藻類によるCO2固定化と有用化学品生産に関する研究開発

NEDO

ＥＮＥＯＳグローブ株式会社

日本製鉄株式会社
委託

NEDO
株式会社アルガルバイオ

関西電力株式会社

委託

国立大学法人富山大学









◆研究開発の進捗管理
PMによる進捗管理
 研究開発責任者および研究開発実施者と連携し、ヒアリング等により実施状況を

確認することで研究開発の進捗状況を把握。
 特に、外部有識者で構成する技術検討委員会（研究開発責任者主催）を定

期的に開催（2021.3-2022.4で4回開催） 。事業の進捗や計画、目標達成
の見通しなどについて指導・助言を受けることで、より効果的に事業を推進。

【技術検討委員会（外部有識者）】
・カーボンリサイクル化学品① 2021年3月24日
・カーボンリサイクル炭酸塩① 2021年4月21日
・カーボンリサイクル炭酸塩② 2021年12月20日
・カーボンリサイクル化学品② 2022年4月11日

研究開発責任者による進捗管理
 実施者との打ち合わせを頻繁に行い、各研究開発項目の進捗状況、成果、課題

などを把握。
 実証研究拠点の管理者により、拠点全体の工事・研究工程や安全を管理する。

・実施者に対して現地キックオフ会議を開催
・（工事開始後）安全対策協議会を月1回程度開催
・（工事終了後）事業運営委員会を月１回程度開催
・工事スケジュールと設備諸元については適宜更新
・実証研究拠点利用マニュアルの整備

２．研究開発マネジメント （４）研究開発の進捗管理の妥当性
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２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

◆知的財産権等に関する戦略

【基本戦略】
知財として確保する方が有利な技術については積極的に特許

として出願する。
ノウハウとして保有する方が有利な技術は出願しない。
競合技術の出願状況を定期的に調査し、対策を検討する。
「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

新エネルギー・産業技術業務方法書」第25条（委託の成果
に係る知的 財産権の帰属）の規程等に基づき、原則として、
事業成果に関わる知的財産権は全て委託先に帰属
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非競争域 競争域

公
開

システム要件
モデル構築手法 など

機械装置類の開発
システム開発 など

非
公
開

事業者の独自技術に基づいたものであり、かつ その事業
者が当該技術をクローズ（秘匿）しているもの

新規に開発、取得した知財は基本的にオープンとする

必要に応じて
権利化



２．研究開発マネジメント （５）知的財産権等に関する戦略の妥当性

 知的財産権の帰属及び取扱い方法について文書化して管理

知的財産権の帰属
産業技術力強化法第19条第1項に規定する4項目及びNEDOが実施する
知的財産権の状況調査（バイ・ドール調査）に対する回答を条件として、知
的財産権は全て発明等をなした機関に帰属。

知財マネジメント基本方針（「NEDO知財方針」）に関する事項
NEDO知財方針に記載された「全実施機関で構成する知財運営委員会
（又は同機能）」を整備し、「知財の取扱いに関する合意書」を作成済み。

データマネジメントに係る基本方針（NEDOデータ方針）に関する事項
NEDOデータ方針に記載された「全実施機関で構成する知財運営委員会
（または同機能）」を整備し、「データの取扱いに関する合意書」を作成済み。

 本事業で得られた知財については、関係各機関の知財管理部門と連携し、
特許管理、知財管理を推進

◆知的財産管理
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３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◆プロジェクトとしての達成状況と成果の意義

テーマ 達成状況（中間目標） 成果の意義

（A）CO2有効利用拠点化推
進事業

拠点の整備、拠点化の推進を計画通り
に実施した。 △

（B）（C）の事業者が計
画通り現地での研究開発を
開始できることとなった。

（B）研究拠点におけるCO2
有効利用技術開発・実証事業

CO2有効利用技術について各事業者
により要素技術開発を行うとともに、研
究拠点で実施する実用化研究のための
準備を行った。

△
実用化研究の実施期間内で
の目標達成や評価完了に寄
与した。

（C）CO2有効利用拠点にお
ける要素技術開発

基礎研究棟に入居可能な最大数であ
る6チームの事業者を採択した。 △ 研究開発拠点機能の拡充や

一層の活性化につながった。

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達
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◆研究開発テーマ毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

46

（A）CO2有効利用拠点化推進事業
（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施 （１／３）

研究開発項目 目標 成果 達成
度

今後の課題と
解決方針

実施項目①「CO2 有効利
用技術の研究拠点化の最
適化検討と実施」
(1) 研究拠点エリア全体の

基礎検討実施
(2) 研究用プレハブ仕様と

工事計画策定
(3) 研究用プレハブの建設

と保守メンテ

基礎研究・先導研究エ
リア内の研究拠点の整
備を完了すること。

(1) 研究拠点全体の基本レイアウト、お
よび基礎・先導拠点内の詳細レイア
ウトを決定した。

(2) 研究用プレハブについて、多様な研
究内容に対応できるような仕様と工
事計画を決定した。

(3) 研究用プレハブの建設を着工し、完
成後、消防検査と建築完了検査に
合格した。

△
（2023
年3月達
成予
定）

(3)6月から、運用に
入るが、安全で使いや
すい施設運営を目指
す。必要に応じて保守
メンテを適切に実施す
る。

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達
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（A）CO2有効利用拠点化推進事業
（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施（２／３）

研究開発項目 目標 成果 達成
度

今後の課題と
解決方針

実施項目②「研究支援の最
適化検討と実施」
(1)現地駐在
(2)研究者支援
(3)共用エリアの管理
(4)研究拠点利用者間の調
整・液体CO2調達
(5)利用マニュアルの整備・充
実

・研究者支援業務につ
いて、主に運営面の最
適化を行い、実践して
いること。

・研究拠点利用者の研
究活動支援業務、研
究拠点利用者間の調
整、および基礎研究・
先導研究の共用エリア
の管理業務を適切に
実施していること。

・研究拠点の利用マニュ
アルの改訂が適切に
行われていること。

以下の項目を実施し、CR事業者の円滑な
研究開発を支援した。
(1)2021年7月に大崎事務所を開設して

CR事業者を拠点内で支援できるようにし
た。CR事業者の建設工事を安全遂行さ
せるため、利用マニュアル（工事編）を
2021年1月に発行した。2021年10月
から毎月安全対策協議会を実施した。
元方事業者による毎週の安全協議会に
もオブザーバーとして2021年7月から出席
して、支援活動改善に反映した。

(2)2022年1月から試運転を開始するCR
事業者向けに利用マニュアル（運用編）
の暫定版を1月15日に前倒して発行して
研究支援活動を開始して便宜を図った。

(3)共用エリアの建設工事の安全管理を実
施した。

(4)事業運営委員会の設置を検討した。
液体CO2のメーカー選定、契約を行った。

(5)4月1日に利用マニュアル（運用編）を
正式に発効した。

△
（2023
年3月達
成予
定）

(2)(3)(4)2022年6
月から正式に共用エリ
アの管理を開始して、
ＣＲ事業者が研究を
安全に遂行できるよう
に適切に対応していく。
(5)研究拠点の管理と
CR事業者支援を通じ
て利用マニュアルの改
訂を速やかに実施して
いく。

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達



◆研究開発テーマ毎の目標と達成状況
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（A）CO2有効利用拠点化推進事業
（A-2）基礎研究拠点整備・研究支援の最適化検討と実施（３／３）

研究開発項目 目標 成果 達成
度

今後の課題と
解決方針

実施項目③「対外支援活
動の最適化検討と実施」
(1)最適化検討・効率的実
施方法開発
(2)対外支援活動(広報活
動)
・研究成果の受発信
・NEDOが企画するイベント
等の遂行
・WEBサイトの整備
・パネル、動画等の作成

・対外支援活動が、費
用対効果が全体最適
となる実施方法に基づ
き実施していること。
・研究成果のタイムリー
な発信を行い、かつ、受
信者からの反応を研究
支援に活用していること。
・研究開発の成果を集
約し、NEDOが企画す
るイベント等を滞りなく
遂行すること。
・調査結果が研究支援
業務に反映されているこ
と。

(1) 研究拠点の紹介動画、完成予想Ｃ
Ｇ、パンフレット、パネル、およびＷＥ
Ｂサイトの5点の製作を同時進行し
ながら連携して実施したことにより、全
てのコンテンツを最新の情報に基づき
構築でき、かつ、情報の共有化によっ
て合理的な製作工数で実施できた。

(2) 国内外からの視察に対応し、研究拠
点の特色をアピールした。研究拠点の
概要について発信できる機会を捉え
て実施した。論文1件、対外発表2
件、新聞・雑誌等へ4件の発信を
行った。

△
（2023
年3月
達成予

定）

(1) ＣＲ事業者の増
加や建設が終了
して研究に入るＣ
Ｒ事業者が増え
たり、新規に拠点
に入るＣＲ事業
者に対応して、研
究拠点を紹介す
る情報を適宜更
新していく。

(2) 研究拠点の2022
年6月の竣工以
降多くの来訪者が
予想されるので適
切に対応してＰＲ
に務める。

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達





◆研究開発テーマ毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達

（B）研究拠点におけるCO2有効利用技術開発・実証事業
（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発（１／３）

研究開発
項目 目標 成果 達成度 今後の課題と解

決方針

①CO2から
のメタノール
合成プロセ
スの開発

触媒性能向上、活性の維持を確認する
と共に、50L/d規模で新規触媒による
省エネルギー型メタノール合成装置の設
計を行う。
開発触媒においては、従来のCu-ZnO-
ZrO2系触媒と同等の触媒活性を示し、
触媒原材料費半減の目途を得ることを
目標とする。

Non-ZrO2系触媒で従来触媒と
同等の触媒活性を確認し、触媒
原材料費半減の目途を得た。
また、50L/d規模のメタノール合成
装置の設計を実施中である。

△
（23
年2月
達成予
定）

設計はほぼ完了。
一方、触媒原材
料費については
今年度精査する。

②メタノール
からのパラキ
シレン合成
プロセスの
開発

高効率パラキシレン選択合成触媒の開
発を行うとともに、スケールアップ時にパラ
選択性、選択率を維持しうる触媒プロセ
スの開発を行う。

パラ選択性を維持できるシェルを触
媒に被覆する合成装置のスケール
アップ手法を確立
プロセス条件の最適化を検討中

△
（23
年3月
達成予
定）

コア触媒の改良
を実施する



◆研究開発テーマ毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義
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◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達

（B）研究拠点におけるCO2有効利用技術開発・実証事業

研究開発
項目 目標 成果 達成度 今後の課題

と解決方針

③ベンチス
ケール試
験・統合プ
ロセスの検
討

ベンチスケール試験の準備として、
・CO2からメタノール合成プロセスは、
50L/d規模のベンチスケール試験装置につ
いて、基本設計から据付完了までは達成
する。
・パラキシレン合成プロセスは、0.5L/d規
模でベンチスケール試験装置の基本設計
までは達成する。
・水素製造の低コスト化調査は、Hybrid
水電解システムの小型試験装置で原理検
証のための基礎実験を実施し、理論電解
電圧以下での水電解の可能性を確認する。
・統合プロセスとして、経済性、CO2削減効
果等を中間評価する。

・基本設計完了、高圧ガス申請
・基本設計完了
・光触媒Hybrid水電解小型システ
ムで基礎実験を実施、水の理論電
解電圧以下での水素生成を確認し
た。
・各プロセス流体同士での熱交換に
より、外部入熱量がゼロにできること
を確認

△（23
年3月
達成予
定）

課題
海外製コン
プレッサーの
納期管理
解決方針
メーカーと密
に連絡を取
り、適切に
管理する

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発（２／３）



◆研究開発テーマ毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

52◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達

（B）研究拠点におけるCO2有効利用技術開発・実証事業

研究開発
項目 目標 成果 達成度 今後の課題

と解決方針

④CO2有
効利用技
術に関す
る技術／
事業調査

国内外のカーボンリサイクル適地を探索し、
早期事業化候補地の目途をつける。

CCSやその他カーボンリサイクル技
術等の競合技術との比較評価を実
施し、市場規模、ニーズ、開発ステー
ジ（実用化時期）、経済性、持続
性、CO2削減効果などの観点から評
価した結果、水素を還元剤として利
用し、発熱反応によるプロセスで特
定物質を生成する触媒反応技術が
有望であることが分かった。また、触
媒開発では主に収率、原料の転換
率、選択率の改善が取組み対象に
なっていることが分かった。
政策動向、需要動向他を調査し、

CO2排出量、カーボンリサイクル関連
政策、CCUS技術の進展度、水素
ポテンシャル等からカーボンリサイクル
適地をスクリーニングした結果、候補
地を絞り込んだ。

△
（202
3年2月
達成予
定）

引き続き実
施するカーボ
ンリサイクル
適地の詳細
調査により、
早期事業
化候補地の
目途をつけ
る。

（B-2）カーボンリサイクルを志向した化成品選択合成技術の研究開発（３／３）



◆研究開発テーマ毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達

（B）研究拠点におけるCO2有効利用技術開発・実証事業
（B-3）Gas-to-Lipidsバイオプロセスの開発（１／２）

研究項目 目標 達成
度

今後の課題と
解決方針

①CO2を再資源化する高効率水素駆動型酢酸発酵技術の確立
（1-1）CO2からの酢酸発酵技術に関
する文献情報の収集整理

・CO2原料での酢酸発酵に関する情報
収集と実証施設設計資料の提供 ○ ・設備改良に向けた情報収集を継続する。

（1-2）CO2からの酢酸生産試験基本
プロトコールの策定

・ラボ試験による基本プロトコールの
策定 ○ ・基本プロトコールを随時見直し、必要

に応じて改善を図る。
（2-1）酢酸発酵実証施設の建設およ
び試運転

・微生物非接種での操作確認
・商用ガスを用いた性能確認 △ ・OCGからの給水の都合により操作・性

能確認遅れ、3月末までに完了予定
②酢酸を原料とする油脂発酵技術の確立
（1-1）油脂発酵に関する文献情報の
整理収集

・油糧微生物の発酵生産に関する文献
等情報の収集、整理 ○ ・情報収集は随時、継続的に行う。

（1-2）ラボスケールのバイオリアク
ターでの標品酢酸を用いた培養条件の
検討

・ラボ試験による基本的培養条件の決
定 ○ ・発酵パラメーターの改善に向けた詳細

条件の探索を継続する。

（1-3）連続培養における培養条件の
検討

・合成培地での増殖槽と油脂蓄積槽の
C/N比、pH、滞留時間の至適化 △ ・脂質蓄積槽における最適なC/N比や滞留時

間を決定する。

（2-1）ホモ酢酸菌培養液を用いたラ
ボスケール培養条件の検討

・培地成分測定系の確立
・酢酸発酵液での油脂発酵条件決定 △ ・回分培養での決定条件を連続培養系へ

反映させる。
（2-2）ベンチスケールリアクターの
試運転

・微生物非接種での操作確認
・分析装置の操作確認 △ ・リアクターの設置確認が完了次第、試

運転を実施する。

53



◆研究開発テーマ毎の目標と達成状況

３．研究開発成果 （１）研究開発目標の達成度及び研究開発成果の意義

54◎大きく上回って達成、○達成、△達成見込み（中間）、☓未達

（B）研究拠点におけるCO2有効利用技術開発・実証事業
（B-3）Gas-to-Lipidsバイオプロセスの開発（２／２）

研究項目 目標 達成
度

今後の課題と
解決方針

③一貫製造プロセスの構築と検証

（1-1）システムの詳細設計、設備仕
様の策定

・建屋、水道等設備、排水処理等の建
設関係と発酵槽や装置等の培養設備の
仕様策定

○ ・運転開始後も必要に応じて改良を重ね
る。

（1-2）システムの建設 ・培養装置や分析設備の建設、設置 ○ ・運転開始後も必要に応じて改良を重ね
る。

（2-1）一貫製造プロセスの試運転 ・システム全体の模擬稼働による発酵
槽や測定器、インフラ設備の状況確認 △ ・給排水共用開始時期の遅れにより運転

遅延、3月末までに完了予定

④商用化を見据えたシステム評価

（2）化学品・高付加価値品製造の技
術動向・市場動向調査

・調査対象製品について国内外の市場
規模・価格等の整理 ○ ・調査結果を元に、④（4）バイオプロセ

スの最適システムの検討を進める。

（3-1）高付加価値品製造プロセスの
検討

・通気撹拌速度決定法の検討
・カロテノイドの成分分析、食品等規
格基準の調査
（・規格基準適合性の確認、改善策の
立案と検証）

△
・食品用途への安全性担保のため、原料
分析を進めるとともに、他の用途展開も
模索する。









◆成果の最終目標の達成可能性

３．研究開発成果 （２）成果の最終目標の達成可能性
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（B）研究拠点におけるCO2有効利用技術開発・実証事業
（B-3）Gas-to-Lipidsバイオプロセスの開発

研究開発項目 現状
最終目標

（2023年度末）
達成見通し

①CO2を再資源化する高
効率水素駆動型酢酸発酵
技術の確立

ラボ試験による基本プロト
コール策定、商用ガスでの
性能確認

CO2利用効率90%以上、酢酸生
産効率100g/L/dを達成するた
めの課題解決策を検証

想定通りに目標達成可能な気
液移動性能、および想定菌体
濃度を維持できれば達成可能

②酢酸を原料とする油脂
発酵技術の確立

合成培地での基本的培養条
件の決定、酢酸発酵液での
油脂発酵実施

酢酸100g/Lから油脂30g/L以
上を実現するための培養条件最
適化及び課題検証

所定の溶存酸素濃度など脂質
生産条件のベンチ設備での実
現により達成可能

③一貫製造プロセスの構
築と検証

培養装置、分析設備及び建
屋の建設、インフラ整備、
試運転完了

一貫製造プロセスで上記目標達
成に向けて実地検討し、効率改
善への指標を明示、検証 

①②を達成し、課題抽出を行
うことで達成可能

④商用化を見据えたシス
テム評価

国内外市場規模・価格等の
情報整理、製品化に向けた
成分分析及び規格基準の調
査

化学品原料・高付加価値品製造
の市場・技術動向調査、要素技
術に関する特許調査、CO2排出
量削減への貢献量評価、将来的
な市場規模・競争力の検討、経
済性評価、事業化計画作成

市場・技術動向調査は終了し
ており、これと試験結果を受
けて、事業化計画作成は可能
と考える



◆成果の普及

2020
年度

2021
年度

2022
年度 計

論文 1 5 14 20

研究発表・講演 4 23 3 30

新聞・雑誌等への掲載 16 10 0 26

※2022年6月現在
※投稿済み・発表前の論文等を含む

３．研究開発成果 （３）成果の普及

59

発表の例（詳細は事業原簿を参照）
・ 2020年11月 Global Bioeconomy Summit 2020 での紹介

「Development of Gas-to-Lipids Bioprocess」
・ 2021年10月 第73回日本生物工学会大会トピックスに選定

「CO2を再資源化するGas-to-Lipidsバイオプロセスの開発」
・ 2021年12月 石炭灰有効利用シンポジウム2021での講演



◆成果の普及

３．研究開発成果 （３）成果の普及

日米政府及び関係機関によるCCUS・カーボンリサイクル分野の意見交換の場である
U.S. – Japan CCUS/Carbon Recycling Working Group Meetingにおいて、
本事業の取組を紹介。
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※2022年6月現在

３．研究開発成果 （４）知的財産権等の確保に向けた取組

◆知的財産権の確保に向けた取組

2020 2021 2022 計

特許出願
（うち外国出願） 0 3 0 3

特許登録
（うち外国出願） 0 1 0 1

 出願特許の状況

61

非公開版の事業原簿に記載

 主な出願・権利化特許

その他商標登録1件



◆本プロジェクトにおける「実用化」の考え方

本プロジェクトにおける「実用化」とは、
プロジェクトで整備された実証研究拠点が、CO２有効利用に適応
可能な技術開発に利用され、その結果が実証等に至ることをいう。
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４．成果の実用化に向けての取組及び見通し

























◆波及効果

４．成果の実用化・事業化に向けての取組及び見通し （３）成果の実用化・事業化の見通し

技術・社会的効果

 拠点の設置及びそこでの集中的な研究開発について国内外へ情報発信すること
で、日本のカーボンリサイクル分野への取組に関する強いPR効果が期待できる。

 海外の研究者等による拠点への訪問を通じたカーボンリサイクル技術の普及促進
が期待できる。

 カーボンリサイクル技術開発の重点的な実施により社会実装を加速し、2050年の
カーボンニュートラル化に貢献することが期待できる。

経済的効果

 世界的に脱炭素化が進む中で日本発カーボンリサイクル技術の社会実装を促進
することにより、国際的なシェアの確保が期待できる。

人材育成効果

 拠点での集中的な研究開発および人材交流を通じ、企業や研究機関における
カーボンリサイクル分野の研究者・技術者を育成する効果が期待できる。 74



（C）CO2有効利用拠点における
要素技術開発 に関する補足資料

参考資料
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